
出雲市訪問型サービス B事業補助金交付要綱 

(令和 6年出雲市告示第 244号) 

(趣旨) 

第 1条 この要綱は、出雲市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱(平成 28年出雲市告示

第 489号。以下「実施要綱」という。)の規定に基づき、出雲市(以下「市」という。)が実

施する介護予防・日常生活支援総合事業における訪問型サービス B(住民主体による支援) 

(以下「訪問型サービス B」という。)の実施に要する経費に対し、予算の範囲内で補助金を

交付することに関し、出雲市補助金等交付規則(平成 17年出雲市規則第 38号)に定めるも

ののほか、必要な事項を定めるものとする。 

(用語の定義) 

第 2条 この要綱における用語の意義は、この要綱において定めるもののほか、実施要綱にお

いて使用する用語の例による。 

(補助金の交付額等) 

第 3条 補助金の交付の対象となる団体は、訪問型サービス B実施団体(以下「実施団体」と

いう。)として、出雲市長(以下「市長」)という。)の登録を受けなければならない。 

2 前項の登録を申請しようとする団体(以下「実施希望団体」という。)の代表者は、出雲市

訪問型サービス B実施団体登録申請書(様式第 1号)に必要書類を添付し、市長に提出しな

ければならない。 

3 市長は、実施希望団体の代表者から前項に定める申請があったときは、提出書類の内容を

審査し、適当と認められた場合は、実施団体として登録し、出雲市訪問型サービス B実施

団体登録通知書(様式第 2号)により通知する。 

4 登録は、次の各号に掲げる事項について行うものとする。 

(1) 申請者の氏名及び住所(法人にあっては、その名称及び主たる事務所の所在地) 

(2) 事業所の名称及び所在地 

(3) 実施事業及びサービスの内容 

(登録の要件) 

第 4条 実施団体として登録できる団体は、次の各号に掲げる要件をいずれも満たす団体とす

る。 

(1) 次に掲げる団体のいずれかに該当すること。 

ア 町内会若しくは自治会又はこれらの組織内の団体 

イ 地区社会福祉協議会に所属する団体 

ウ ボランティア団体又は住民のボランティア活動を支援する団体 



エ 特定非営利活動促進法(平成 10年法律第 7号)第 2条第 2項に規定する特定非営利活

動法人 

オ 社会福祉法(昭和 26年法律第 45号)第 22条に規定する社会福祉法人 

カ その他、自主的かつ安全に訪問型サービス Bを運営することができると市長が認め

る団体 

(2) 市内に活動の拠点を有すること。 

(3) 営利又は宗教活動を目的としないこと。 

(4) 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していないこと。 

(5) 法令及び公序良俗に反する活動を行う団体でないこと。 

(登録の変更) 

第 5条 登録を受けた実施団体は、その実施団体について、第 3条第 4項に掲げる事項を変更

した場合は、10日以内に、市長に出雲市訪問型サービス B 変更届出書(様式第 3号)を届け

出なければならない。 

(事業の廃止又は休止の届出及び便宜の提供) 

第 6条 登録を受けた実施団体は、訪問型サービス Bの事業を廃止し、又は休止しようとする

ときは、その廃止又は休止の日の 3 月前までに、出雲市訪問型サービス B 廃止・休止届

出書(様式第 4号)を市長へ届け出なければならない。 

2 前項の規定による事業の廃止又は休止の届出をした実施団体は、当該届出の前 1 月以内に

訪問型サービス Bを受けていた者であって、当該事業の廃止又は休止の日以後においても

引き続き当該訪問型サービス Bの提供を希望する者に対し、必要な訪問型サービス Bが継

続的に提供されるよう、介護予防サービス計画等を行う地域包括支援センター、他の訪問

型サービス B実施団体その他の関係者との連絡調整を行うとともに、その他の便宜の提供

に努めなければならない。 

3 第１項の規定による廃止の届出をした実施団体は、その届出をもって第 3条の実施団体と

しての登録を取り消すものとする。 

4 第１項の規定による休止の届出をした実施団体は、届出に係る事業を再開した場合は、当

該再開の日から 10 日以内に出雲市訪問型サービス B 再開届(様式第 5号)を市長へ届け出

なければならない。 

(実地検査等) 

第 7条 市長は、実施団体が実施する訪問型サービス Bが介護予防サービスの一環としてのサ

ービスの水準が保たれていること及び市の補助金が適正に利用されていることを確認する

ため、その運営について、実地検査、照会及び助言を行うことができる。 



(登録の取消し) 

第 8条 市長は、登録を受けた実施団体が次の各号のいずれかに該当する場合においては、そ

の実施団体の登録を取り消すことができる。 

(1) 第 4条に定める登録要件を満たさないと認められる場合 

(2) 訪問型サービス Bの事業の実施内容が適当でないと認められる場合 

(3) 訪問型サービス Bの事業について、休止期間を含め１年以上実施していない場合 

(補助対象事業等) 

第 9条 補助金の交付の対象になる事業(以下「補助事業」という。)は、次に掲げる要件を満

たすものとする。 

(1) 要支援者又は事業対象者(以下「要支援者等」という。)の居宅において、その者に係

る介護予防サービス計画等(介護予防サービス計画(介護保険法(平成 9年法律第 123号)

第 8条の 2第 16項に規定する介護予防サービス計画をいう。)又は介護予防ケアマネジ

メントにより作成される計画をいう。)に位置付けられた訪問型サービス Bとして、次に

掲げるサービスを提供するものであること。ただし、訪問型サービス Bの利用者が要介

護者となった場合は、サービスの継続利用ができるものとする。 

ア 掃除(居室内やトイレ、卓上等の清掃、ゴミ出し、準備・後片付け及び衣類（普段着

に限る。)の整理を含む。) 

イ 洗濯(洗濯機又は手洗いによる洗濯、洗濯物の乾燥及び物干し、洗濯物の取り入れと

収納、アイロンがけ、並びにベッドのシーツ交換及び布団カバーの交換等のベッドメ

イクを含む。) 

ウ 一般的な調理の援助（配下膳を含む。） 

エ 買い物(日常品等の買い物(内容の確認及び品物・釣り銭の確認を含む。)及び薬の受

取りに限る。) 

オ その他市長が必要と認めること 

(2) 介護保険法施行規則(平成 11年厚生省令第 36号)第 140条の 62の 3第 2項各号に掲げ

る基準を遵守して行われるものであること。 

(3) 訪問型サービス Bの提供に必要な設備・備品を有して行われるものであること。 

(4) 代表者を定めるほか、必要な従事者を配置して行われるものであること。 

(利用負担額等) 

第 10 条 登録を受けた実施団体は、訪問型サービス B を利用する要支援者等（以下「利用者」

という。）に対する利用１回当たりの利用者負担額を 2,500円以下の範囲で定めるととも

に、これを公表しなければならない。 



2 利用者負担額は、実施団体が利用者から直接徴収するものとする。 

3 実施団体は、利用者負担額のほかに、利用者からサービスの提供に要した実費を徴収する

ことができる。 

(補助対象経費) 

第 11条 補助金の交付の対象となる経費(以下「補助対象経費」という。)は、次のとおりと

する。ただし、訪問型サービス Bの実施に要する経費について、他の公的制度による補助

金等の交付を受けている場合は、対象としない。 

補助対象経費  内容 

人件費 利用調整に限るものに限る 

報償費 講師謝礼、生活支援に係るアドバイザー謝金等 

研修費 研修会受講料等 

需用費 消耗品費、印刷製本費、光熱水費等 

役務費 保険料、通信運搬費、車両整備費、広告宣伝費等 

使用料及び賃借料 会場借料、機材借上料等 

備品購入費 机、椅子、事務用品、生活援助に資する機材等の購入に係る費用等 

その他 市長が認める経費 

(補助金の補助率等) 

第 12条 補助金の額は、サービスの区分に応じ、次のとおり定める基準により算定した額と

する。 

補助金 サービス 補助率及び基準額 

基

準

額 

運

営

費 

年間実利用者数 10人以下 10分の 10以内。実利用者 1人につき 5,000

円を加えた額。加算を除いて 50,000円を限

度とする。 

年間実利用者数 11人以上 10分の 10以内。実利用者 11人目からは、5

0,000円に実利用者 1人につき 10,000円を

加えた額。加算を除いて 20万円を限度とす

る。 

加

算 

地

域

加

算 

中山間地域等に居住する利用者へサー

ビスを提供した場合に加算 

１年につき対象となる実利用者 1人当たり

2,000円を基準額に加算 

自

立

加

算 

利用者の状態が改善したことによりサ

ービスが不要となり、当該利用者への

サービスの終了を報告した場合に加算 

１年につき対象となる実利用者 1人当たり

3,000円を基準額に加算 

2 前項の地域加算の対象となる中山間地域等については、厚生労働大臣が定める地域（平成

24年厚生労働省告示第 120号）に規定する厚生労働大臣が定める地域、及び厚生労働大臣

が定める中山間地域等の地域（平成 21年厚生労働省告示第 83号）に規定する厚生労働大

臣が定める中山間地域等の地域とする。 



(交付の条件) 

第 13条 補助金交付の条件は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 代表者は、従事者の清潔の保持及び健康状態について、必要な管理を行うこと。 

(2) 従事者又は従事者であった者が正当な理由なく業務上知り得た利用者又はその家族に

関する情報を漏らすことのないよう、秘密の保持に必要な措置を講じること。 

(3) 地域包括支援センターが行う介護予防サービス計画等に基づき、利用者が介護予防の

目標を達成できるよう、実施にあたっては、利用者本人ができること又は関心のあるこ

とに選択的かつ主体的に取り組めるように配慮し、利用者がその有する能力を最大限に

活用できるよう努めること。 

(4) 発生する事故に備え、従事者及び利用者を対象とした保険に加入するとともに、事故

又は体調の急変に備え緊急対応マニュアルを作成し、従事者に周知徹底を図ること。 

(5) 事故等が発生した場合は、速やかに利用者の安全を確保するとともに担当の地 域包

括支援センターその他関係機関に通報する等適切な処置を講ずるとともに記録すること。 

(6) 賠償すべき事故が発生した場合は、損害賠償を速やかに行うこと。 

(7) 利用の中止その他利用者の状況に変化があったときは、速やかに、担当の地域包括支

援センターに連絡すること。 

(8) 補助事業の実績を市長が定める日までに報告すること。 

(9) 次に掲げる帳簿を当該団体等の所在地に備え付け、証拠書類として共に整備し補助完

了した日の属する会計年度の終了後 2年間保存すること。 

ア 補助事業の実施に関し必要な事業記録簿、金銭出納簿 

イ 活動報告書、収支報告書等の補助事業実施に係る記録 

ウ 補助対象事業により取得した備品に係る備品台帳 

エ その他市長が必要と認める書類 

(10) その他市長が必要と認める条件 

(補助金の交付申請) 

第 14条 補助金の交付を受けようとする団体は、出雲市訪問型サービス B事業補助金交付申

請書(様式第 6号)に次に掲げる書類を添えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業計画書 

(2) 収支予算書 

(3) その他市長が必要と認める書類 

(事業内容の変更等の申請) 



第 15条 この補助金の交付決定後の事情の変更により申請の内容を変更する場合には、第 14

条に定める申請手続に従い、市長の定める日までに、出雲市訪問型サービス B事業補助事

業等計画変更・中止（廃止）承認申請書（様式第 7号）を市長に提出するものとする。た

だし、軽微な変更については、この限りでない。 

2 第 1項の規定による軽微な変更とは、補助目的の達成に支障を来すことのない事業計画の

変更又は補助事業の経費の 20パーセント以内の減額の変更をいう。 

(実績報告) 

第 16条 補助金の交付の決定を受けた団体(以下「補助団体」という。)は、補助事業が完了

したときは、出雲市訪問型サービス B事業実績報告書(様式第 8号)に次に掲げる書類を添

えて市長に提出しなければならない。 

(1) 事業報告書 

(2) 収支決算書 

(3) その他市長が必要と認める書類 

2 前項に規定する書類の提出期限は、補助事業の完了した日から起算して 30日を経過した日

又は補助金の交付決定があった日の属する年度の 3月 31日のいずれか早い日とする。 

(補助金の交付請求) 

第 17条 補助金は、補助団体が補助事業を完了した後において交付する。ただし、市長が特

に必要があると認めるときは、補助事業の完了前に補助金の全部又は一部を概算払により

交付することができる。 

2 補助団体は、補助金の交付を受けようとするときは、出雲市訪問型サービス B事業補助金

交付請求書（様式第 9号）を市長に提出しなければならない。 

(補則) 

第 18条 この要綱に定めるもののほか、この補助金の交付に関し必要な事項は、市長が別に

定める。 

附 則 

(施行期日) 

1 この要綱は、令和 6年 4月 1日から施行する。 

(この要綱の失効) 

2 この要綱は、令和 9年 3月 31日限り、その効力を失う。 

様式第 1号(第 3条関係) 



出雲市訪問型サービス B実施団体登録申請書 

[別紙参照] 

様式第 2号(第 3条関係) 

出雲市訪問型サービス B実施団体登録通知書 

[別紙参照] 

様式第 3号(第 5条関係) 

出雲市訪問型サービス B変更届出書 

[別紙参照] 

様式第 4号(第 6条関係) 

出雲市訪問型サービス B廃止・休止届出書 

[別紙参照] 

様式第 5号(第 6条関係) 

出雲市訪問型サービス B再開届 

[別紙参照] 

様式第 6号(第 14条関係) 

出雲市訪問型サービス B事業補助金交付申請書 

[別紙参照] 

様式第 7号(第 15条関係) 

出雲市訪問型サービス B事業 補助事業計画変更・中止（廃止）承認申請書 

[別紙参照] 

様式第 8号(第 16条関係) 

出雲市訪問型サービス B事業 補助事業等実績報告書 

[別紙参照] 

様式第 9号(第 17条関係) 



出雲市訪問型サービス B事業 補助金等交付請求書 

[別紙参照] 


